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柳井市教育委員会会議 会議録 

 

１ 会議の開催 

（１）日 時   令和３年１月１５日（金）   開会 午後１時３０分 

閉会 午後２時４７分 

（２）場 所   柳井市役所 ３階大会議室 

 

２ 出席委員    教育長            西元 良治 

委 員（教育長職務代理者）  西原 光治 

委 員            河岡 治子 

委 員            厚坊 俊己 

委 員            横山 志磨 

 

３ 欠席委員    なし 

 

４ 出席事務局職員 教育部長           三浦 正明 

教育総務課長         有道 茂一 

          教育総務課施設担当課長    岡原 由明 

学校教育課長         中本 隆徳 

学校教育課長補佐       川西 俊之 

生涯学習・スポーツ推進課長  山本 直邦 

サンビームやない館長     脇村 直孝 

          学校給食センター所長     小田 文孝 

教育総務課長補佐（書記）   惣上分 常代 

 

５ 傍聴者     なし 

 

６ 会議日程 

（１）議 案 

①議案第１号 柳井市小中学校における臨時休業等の取扱いについて(変更) 

②議案第２号 第２期柳井市教育振興基本計画の決定について 

（２）その他 

 

７ 議事の大要 

（１）開会 

教育長から、教育委員会会議の開会の宣言があった。 

   （午後１時３０分 開会） 

 

（２）会議録署名委員氏名 

教育長から、会議規則第１３条の規定に基づき、厚坊委員、横山委員の両 
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名を指名した。 

 

（３）議事内容 

①議案第１号 柳井市小中学校における臨時休業等の取扱いについて(変更) 

教育長は事務局に説明を求め、中本課長から、柳井市小中学校における

臨時休業等の取扱いの変更について下記のとおり説明があった。 

新型コロナウイルス感染症対策による臨時休業の取り扱いについて、対

応方針を変更したい。文部科学省発出の「小学校、中学校及び高等学校等

における新型コロナウイルス感染症対策の徹底について」の「１．学校教

育活動の継続と臨時休業の考え方について」に「地域一斉の臨時休業につ

いては、学校における新型コロナウイルス感染症のこれまでの感染状況や

特性を考慮すれば、当該地域の社会経済活動全体を停止するような場合に

取るべき措置であり、学校のみを休業とすることは、子供の健やかな学び

や心身への影響から、避けることが適切です。児童生徒や教職員の中に感

染者が発生した場合に、感染者が１人発生したことのみをもって、学校全

体の臨時休業を行うことは、控えてください。」「保健所等と相談の上、

学級や学年単位など必要最低限の範囲での休業にとどめてください。」と

ある。これまでは、学校関係者に１人でも感染者が発生した場合、学校全

体を臨時休業としていたが、このことを踏まえ、児童生徒あるいは教職員

が感染した発生した場合、状況に応じた期間、学級・学年閉鎖または休校

としたい。学級閉鎖や学年閉鎖を基本とし、最低限での措置に変更したい。

これらの主な変更点を「新型コロナウイルス感染症対応に関する「柳井市

Ｑ＆Ａ」その３」にまとめた。１ページ目の下部分に主な変更箇所として

まとめている。これまでは、「保護者感染の場合」は、「関係児童生徒は、

保護者の陰性が確認されても、最終接触から１４日間は自宅待機とする」

としていたが、現在、家族でＰＣＲ検査を受けることが多くなり、その都

度、陰性が確認されても２週間待機となると、非常に長い期間待機となる

ので、今後は「関係児童生徒は、保護者の陰性が確認されるまで自宅待機

とする。」に変更したい。「児童生徒・教職員感染の場合」は、これまで

は、「最低２日間は休業にして、状況に応じた期間、該当校休校」として

いたが、「状況に応じた期間、学級・学年閉鎖または休校」とし、「感染

者及び濃厚接触者は、陰性が確認されても、最終接触から１４日間は自宅

待機とする。」としていたが、「感染者及び濃厚接触者は、保健所の指示

に従う。」に変更したい。２ページ目のＱ３のような質問が、柳井市でも

実際にあった。「父親がＰＣＲ検査を受けて陰性であり、念のために２週

間、自宅待機を要請された。母親は勤め先から、父親同様、２週間の自宅

待機を要請された。子ども（小学校児童）は、どのような対応をとればよ

いか。」こういった質問が増えてきている。これまでの対応であれば、子

どもも２週間の自宅待機をしてもらうことになるが、例文のように「お父

さんのＰＣＲ検査結果が陰性であったので、お子さんの登校は可能です。
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しかし、心配されるようでしたら、お父さんと同様、お子さんも２週間の

自宅待機とされても構いません。その場合は、「欠席」ではなく「出席停

止」扱いとします。また、「しばらくお子さんの様子を見られて、大丈夫

のようでしたら登校させる」といったことでも構いません。」と学びの保

障というところを重点的に対応してもらいたい。学校保健会の顧問である

近藤医師、学校保健会会長の志熊医師と相談し、了解をいただいた。 

 

主な質疑は以下のとおり 

西原委員：ＰＣＲ検査を受ける場合は、報告がいるのか。 

中本課長：家族でＰＣＲ検査を受ける場合は、学校へ連絡してもらうよう

お願いしている。今回、家族でＰＣＲ検査を受けるケースが増

えている。今までであれば、陰性であっても２週間、児童は登

校できなかったが、少し早めに登校できるようになった。 

厚坊委員：Ｑ＆ＡのＱ３の回答例にあるような「しばらくお子さんの様子

を見られて、大丈夫のようでしたら登校させる、といったこと

でも構いません。」というのは、親として難しい判断になる。

はっきり２週間とか決めてもらった方が安心するのではないか。 

中本課長：保護者によって考え方が違う。２回目のＰＣＲ検査を受け、陰

性だったら登校させる、とした保護者がいる一方、かなり長い

期間登校しないと周囲の目が気になるので、家族が陰性とわか

ったらすぐ登校させたい、とする保護者がいる。一律に２週間

休ませると決めるのは難しい。 

西原委員：Ｑ＆ＡのＱ１の回答に「児童生徒や教職員の中に感染者が発生

した場合に、感染者が１人発生したことのみをもって、学校全

体の臨時休業を行うことは、控える。」とあるが、何人だった

ら休業するのか。校長先生が決定することになるのか。 

中本課長：学校規模によって変わってくる。保健所の指示に従いながら、

学校と学校教育課でどこまで休業するか、協議をした上で決定

することになる。      

河岡委員：国は休校しなくていいという判断であるが、保護者の立場では、

濃厚接触者が判明するまでは、１日、２日は休校していいのか

なという気がする。 

厚坊委員：校長の判断のよりどころとしては、保健所と教育委員会と相談

の上で決定したということではないか。 

河岡委員：保健所から、濃厚接触者が判明するまで休校するように、など

具体的な指示はあるのか。 

中本課長：保健所と相談し、保健所からは、１人陽性者が出たから即休校

という措置をとる必要はないと聞いているが、濃厚接触者の人

数が多い場合は、臨時休校とする場合も考えられる。その時の

状況によることになる。 
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河岡委員：家族でＰＣＲ検査を受ける例が増えていると言われたが、個人

的に検査しているのではなく、濃厚接触者扱いで受けている方

が増えているのか。 

中本課長：職場で１人陽性者が出た場合、そこの従業員は全員ＰＣＲ検査

を受ける対象になる。その職場の従業員に家族がいる児童は、

家族に濃厚接触者が出たということになる。 

河岡委員：では、増えてきているということか。 

中本課長：はい。 

教育長：最近、職場で感染者がいると公表する職場もあるが、多くの場合、

保護者からＰＣＲ検査を受けるという連絡で初めて知ることが多

い。誹謗中傷を防ぐ意味で、どこで発生したというような情報は

入ってこない。 

河岡委員：身近な問題になってきていると感じる。 

教育長：最近少しずつ増えてきている。 

中本課長：新型コロナウイルスに感染する方が身近で増えていることもあ

り、本日、保護者宛に緊急事態宣言を出している都道府県への

不要不急の訪問を控えていただく、また、他県からの来県も控

えていただくようなお願い文書を発出した。 

河岡委員：受験はどうなるのか。 

教育長：受験は不要不急には該当しない。 

横山委員：柳井市でも新型コロナウイルスに感染された方が増えており、

保健所の業務がパンクするようことになってないのか。 

中本課長：保健所に電話すると、県につながり対応してもらっている。電

話がつながらない、というような状況にはなっていない。 

横山委員：長期間不在の父親がＰＣＲ検査を受けることになった場合も、

２週間は休まなくてもいいようだが、報告はしなければならな

いのか。 

中本課長：学校には、いろんなケースの報告があるようだ。その都度、対

応しているが、このケースの場合は、家族であるが心配ないと

いうことでいいと思う。 

この他に質疑等はなく、各委員とも異議なしということで、原案どおり

承認された。 

 

②議案第２号 第２期柳井市教育振興基本計画の決定について 

教育長は事務局に説明を求め、川西課長補佐から、第２期柳井市教育振

興基本計画ついて、下記のとおり説明があった。 

現在の柳井市教育振興基本計画は、平成２８年度から令和７年度までの

１０年間を計画期間として策定している。ただし、前半の５年間を第１期、

後半の５年間を第２期と考え、第１期を終える段階で見直しすることにし

ていた。今年度が見直しする年にあたり、今後５年間の第２期としての柳
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井市教育振興基本計画を協議していただきたい。本計画は、柳井市教育振

興基本計画協議会に諮問し、３回の協議を重ねた結果、答申いただいたも

のを基に策定した。１２月にパブリックコメントも実施した。 

策定の基本方針は、第１期をベースにしている。 

順に説明していく。 

１ページは、法的根拠や関連する各種計画を掲載している。 

２ページは、本市教育をめぐる状況として、１に児童生徒数の推移をグ

ラフにまとめたもの、２に児童生徒の状況（１）児童生徒の意識というこ

とで、小学６年と中学３年の児童生徒の意識アンケート「自分にはよいと

ころがあるかと思いますか」「将来の夢や目標をもっていますか」をグラ

フにまとめている。 

３ページは、（２）全国学力学習状況調査の平均点と「家で自分で計画

を立てて勉強していますか」の調査結果、（３）は、児童生徒の体力テス

トの結果をグラフにまとめている。 

４ページは、（４）児童生徒の問題行動や不登校等の調査結果で、暴力

行為発生件数、いじめの認知件数、不登校児童生徒数の推移をまとめてい

る。（５）地域との関わりは、小学６年と中学３年の児童生徒の「今住ん

でいる地域の行事に進んで参加していますか。」の参加率の推移をまとめ

ている。 

５ページは、３「市民アンケートの結果」で、（１）は第１期策定へ向

け平成２６年度に全戸配布で実施したアンケート、（２）は（１）のアン

ケートを再編集し、小学４年と中学２年の保護者、各学校の学校運営協議

会委員、各公民館の運営協議会委員を対象とし、令和２年度にマークシー

ト方式でアンケートを実施したときのアンケート用紙を掲載している。 

６ページの下半分に、第１期と同じ分析方法で、アンケート結果の整理

の仕方について記載している。 

７・８ページは、小中学生への教育内容に関する満足度と重要度。 

９・１０ページは、学校・家庭・地域の連携に関する満足度と重要度。 

１１・１２ページは、生涯を通じた学習に関する満足度と重要度。 

１３ページは、平成２６年度からどう変化し、満足度と重要度の分布を

分かりやすくまとめた「分布一覧」を記載している。 

策定協議会において、左側にある生徒指導や不登校、家庭や地域の教育

力などについて、多くの意見をいただいた。この点は、第２期においても

重点的に取組む必要があると思われる。 

１４・１５ページは、平成２６年度のみ実施したアンケートをまとめて

いる。 

１６・１７ページも、平成２６年度のみ実施した市民熟議の記載を残し

ている。 

平成２６年度の市民アンケートや市民熟議で紡ぎ出された市民の思いを

教育目標や基本方針へ反映させた、という経緯があり掲載している。 
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１８ページは、１教育目標で、第１期から引き続き第２期も、「愛・夢

・志をはぐくむ教育 ～スクール・コミュニティによる教育のまちづくり

の推進～」としたい。 

１９・２０・２１ページは、３つの基本方針を示しているが、これも第

１期に引き続き第２期も継続したい。 

以上の教育目標と基本方針は、平成２６年度実施の市民アンケートや市

民熟議から紡ぎ出した内容であり、今後５年間もこれを掲げるべきだと考

えている。また、各種調査結果や、今年度実施したアンケート結果から課

題も見えており、それらを踏まえた上で、この教育方針と教育目標の継続

・充実により、柳井市の教育のさらなる振興につながると考えている。 

なお、策定協議会において司会を務めた方が、教育基本法をもとにして、

教育振興基本計画というものは、学校だけのことを考えるものではなく、

家庭や地域社会のことも考えていくものだという観点から進行され、幅広

い観点からの協議となった。 

２２ページは、具体的施策の一覧で、この構造自体も、第１期をベース

にしている。 

まず、教育目標があり、キーワードとなる愛、夢、志の３つの基本方針

とその具体的施策を記載している。具体的施策は、左側黄緑の「愛」の並

びは、生涯を通じた学習や市民全体に関わる取組。真ん中青の「夢」の並

びは、主に地域、家庭、学校の連携・協働に関する取組。右側赤の「志」

の並びは、主に学校における教育。 

それらの施策全体を支えるように、下に、紫色の環境整備を配置し、一

番下にオレンジの計画の推進を配置している。一番下の部分は、第２期に

おいて明示した部分である。策定協議会の中でもこれに関する意見をいた

だいた。進行管理などはこれまでも取り組んでいたが、より明確になった。 

２３ページからは具体的施策について、主な取組などを掲載している。

読んだ方にイメージが伝わりやすくなるよう、第１期よりも写真の枚数を

増やした。 

２３ページは、人権教育の推進、主な取組③人権啓発活動の推進を追加

した。 

２４ページは、生涯学習の推進。 

２５ページは、青少年の健全育成。 

２６ページは、芸術・文化の振興。 

２７・２８ページは、スポーツ・レクリエーション活動の振興。 

２９ページは、歴史・伝統の継承と保護。 

３０ページは、郷土教材の開発と地域人材による郷土学習。 

３１・３２ページは、学校運営協議会の機能の強化。地域の方を交えて、

地域とともにある学校について話し合う協議会を設置している学校をコミ

ュニティ・スクールという。柳井市は、すべての小中学校がコミュニティ

・スクールである。よく質問されるコミュニティ・スクールと柳井市のス
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クール・コミュニティの違いについて説明する。３２ページの下部分に、

図示している。コミュニティ・スクールは、スクールに視点があり、地域

とともにある学校の姿、スクール・コミュニティは、コミュニティに視点

があり、学校を核とした人づくりまちづくりをしながら、市民の交流と絆

が生まれていく地域の姿である。 

３３・３４ページは、学校応援団のさらなる充実。 

３５ページは、地域協育ネットの充実。 

３６・３７ページは、幼保小中高連携の強化。 

３８・３９ページは、家庭の教育力を高めるための支援の強化。家庭の

教育力は、今年度実施したアンケートにおいて重要課題に位置づけられた。

策定協議会においても重要性を多く指摘されている。これまでも様々な部

局と連携しながら取り組んでいる。主な取組⑤家庭教育支援に関する項目

を追加した。 

４０ページは、放課後子ども教室の充実。 

４１・４２ページは、「確かな学力」の育成。新学習指導要領を意識し、

資質・能力を育むため、プログラミング教育や１人１台タブレットを導入

する。策定協議会の中で、プログラミング教育に関する指摘を受け、協議

した結果、プログラミングするための教育ではなく、論理的思考を育てる

ための取組であることに留意する、また情報活用能力を養う、を課題に加

え、読解力、情報の取得、活用する力の育成に留意していく必要があると

認識している。主な取組②アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善

は、これまでも取り組んでいたが追加した。 

４３ページは、「豊かな心」の育成。 

４４・４５ページは、「健やかな体」の育成。 

４６・４７ページは、キャリア教育の推進。 

４８・４９ページは、特別支援教育の充実。 

５０・５１ページは、生徒指導の充実。いじめや不登校など市民アンケ

ートでも重要度が高い項目である。策定協議会でも様々な観点から意見が

出された。主な取組③関係機関との連携をより明確にした。②近年増加し

ているＳＮＳトラブルに関しても明示した。柳井市においても不登校の人

数が増加していることが課題であり、主な取組として①や④に状況に応じ

た組織による対応や時期に応じた対応を意識して記載した。 

５２ページは、幼児教育の充実。 

５３・５４ぺージは、教職員の資質向上。 

５５ページは、情報発信の充実。 

５６・５７ページは、安全で快適な学びの環境づくり。環境整備につい

て、主な取組⑤新型コロナウイルス感染症に対する取組みを追加した。 

５８ページは、学校の適正規模・適正配置。第１期では、主な取組の１

つであったが、第２期は、１つの項目として取り扱っている。 

５９ページは、ＩＣＴ環境の整備・充実。この項目も第１期にはなかっ
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た。今年は、ＧＩＧＡスクール構想に伴い、大きく動いた年であり、今後

充実させていく方向性を示した項目である。 

６０ページは、学校教材、図書の整備・充実。 

６１ページは、これまでも行っていたが、今回新たに明示した取組みで

あるＰＤＣＡサイクルによる進行管理に関する取組を掲載している。 

続いて、パブリックコメントについて説明していく。 

１名の方から３件の意見をいただいた。「柳井市教育振興基本計画（第

２期）（案）に対する意見の募集結果について」の左側は、いただいた意

見をまとめ、右側がそれに対する回答である。 

一つ目は、全体のことで、「本文に「子ども会」が出てきていない。め

ざすものは同じであるが、柳井市では「子ども会」を重視してないのでは

ないか」というもの。柳井市教育振興基本計画の１ページに掲載した関連

する計画の中に、第２期柳井市子ども・子育て支援事業計画があり、この

計画において「子ども会」を事業の一つとして取り上げていることから、

関連を意識しながら推進していくということ、また、具体的な取組との関

わりとしては、２５ページ「青少年の健全育成」と関連していることから、

こうした事業推進の参考にするとした。 

二つ目は、５５ページ、４（１）情報発信の充実について、「市のホー

ムページに掲載していない学校がある。掲載の仕方の改善など、充実を図

る必要があるのではないか」というもの。実際は、各学校が更新している

ことを伝え、ホームページへの掲載の仕方や市のシステムとの兼ね合いな

どについて説明するとした。 

三つ目は、６０ページ、４（５）学校図書館の充実について、「学校司

書が中学校には配置されておらず、ＰＴＡで負担している中学校もある。

この現状をどう考えているか」というもの。市としては、学校図書館の運

営の改善等へ向けて学校司書の配置に努めており、第１期で小学校に配置

し、第２期は中学校への配置に努めていくとした。 

 

主な質疑は以下のとおり 

西原委員：パブリックコメントで３つの意見が出されている、子ども会の

ことであるが、教育委員会から子ども会へ活動費のような助成

金があるのではないか。健全育成に対する支援をしていると認

識している。 

山本課長：子ども会の事務局は、しらかべ学遊館にあり、そこで運営を行

っている。補助金を支出し、財政的な支援を行っている。事業

等では生涯学習・スポーツ推進課が支援しており、子ども会を

重視していないということはない。子ども会のことは教育振興

基本計画に明記されていないが、子ども・子育て支援事業計画

には明記されている。教育振興基本計画では、子ども会に限ら

ず、スポーツ少年団などは各種団体の中に含まれていると認識
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している。 

西原委員：柳井市教育振興基本計画（第２期）策定協議会の構成メンバー

は、どのような方がなっているのか。 

三浦部長：学識経験者として山口県子ども会連合会に携わっている方、教

育関係者として柳井南小学校長・柳東小学校教頭・柳井市ＰＴ

Ａ連合会理事・柳井中学校学校運営協議会代表、各種団体等関

係者として柳井市商工会議所議員・柳井地区自治会長協議会会

長・柳井市社会教育委員、市民代表として公募の２名、合わせ

て１０名で構成されている。 

西原委員：前回とかなり入れ替わったのか。たくさんの方の目で見ていた

だいてよかったのではないか。 

教育長：半数が入れ替わり、女性の委員が半数を占めている。 

厚坊委員：計画の内容の変更は可能なのか。 

中本課長：今日の教育委員会会議とこの後開催される総合教育会議での意

見を基に、修正する箇所はある。 

厚坊委員：１９ページからの基本方針の「３ 志を実現するための力の育

成」というタイトルは、第１期から変わっていないのか。「力」

という言葉に強いイメージがあり、志を実現するための「実践

力の育成」など柔らかいイメージに変えてはどうか。 

中本課長：第１期は、「志を実現させるため」だった。２１ページの中程

に「人間力」「社会力」「基礎的・汎用的能力」を総称して、

「力」としている。 

西原委員：愛、夢、志というのは、いいキャッチフレーズだと思う。 

教育長：市民熟議の中から出たものである。 

西原委員：自己肯定感、他者肯定感、地域肯定感、この３つの肯定感が、

一つのポイントになると思う。このことによって、自分自身、

地域あるいは家庭のモチベーションの向上に発展していく。第

２期は、写真を多く取り入れ見やすい構成になっている。 

厚坊委員：コミュニティ・スクールとスクール・コミュニティが分かりに

くいという人がいるが、スクール・コミュニティは余田小学校

や伊陸小学校のように、学校の中に公民館や出張所があるよう

なイメージで、学校を核とし、市民と交流もできるというよう

な具体的なものがあると説明しやすい。言葉だけでは分かりに

くい。 

教育長：今年度９月から伊陸小学校は、公民館と学校が合築され、来年度

以降、一つのモデル校として、スクール・コミュニティの推進に

なっていく。 

厚坊委員：４ページの「（４）児童生徒の問題行動・不登校等」について、

このグラフだけみると、柳井市の小中学校でいじめや暴力行為

が極端に増加したように誤解されるので、補足説明を加えては
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どうか。 

教育長：いじめなどは早期発見、早期対応が望まれており、最近は、ほん

のささいなものについても件数に含まれている。この影響もあり

件数がぐっと伸びている。厚坊委員が言われたように、補足説明

が必要になる。 

河岡委員：中学校の不登校の件数が少し減少した後、ぐっと増加している

が、不登校の基準は変わったのか。 

中本課長：これまで、事故欠や家庭の事情によるという理由で、不登校扱

いしていなかったものも、精査した結果、不登校と扱ったほう

がいいのではないか、と学校側の意識が変わってきており、積

極的に認知していこうとしている。 

この他に質疑等はなく、各委員とも異議なしということで、原案どおり

承認された。 

 

（４）協議会 

    教育長から、暫時、協議会とする宣言があった。 

   （午後２時３２分 協議会） 

 

（午後２時４７分 再開） 

 

（５）閉会 

教育長から、協議会を閉じ、教育委員会会議の閉会の宣言があった。 

（午後２時４７分 閉会） 

 

 

 

  上記会議の経過を記載して、その相違ないことを証するため、ここに署名する。 

 

教 育 長   西 元 良 治 

 

署名委員   厚 坊 俊 己 

 

署名委員   横 山 志 磨 

 

調 整 者   有 道 茂 一 


